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舗装の補修に関しては，舗装工学の知見を基盤として，その施策が計画，実行され，現場管理者の長年の経

験やノウハウを反映する形で継続的に改善がなされる．そのため，舗装補修施策の妥当性を科学的に検証する

ことは困難である．路面性状測定車の開発などにより，高速道路では膨大な量の路面性状値が蓄積されつつあ

る．本研究では，膨大な調査データを用いて路面の供用性曲線と期待寿命を統計学的に推定するとともに，実

績値との比較を通して舗装補修施策を評価するための方法論を提案する．具体的には 1）高機能舗装化が進む路
面管理のための評価指標，2）路面性状調査間隔，3）補修サイクルの妥当性に関して，NEXCO西日本関西支
社管内全域を対象として，路面の期待寿命と実績寿命との比較を中心に考察を加える．
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1. はじめに

1963年，国内初の都市間高速道路として名神高速道

路が開通して以来約 50年が経過した．東・中・西日本

高速道路株式会社（以下，NEXCO3社）が管理する高

速道路の総延長は 9,000km超に到達しており，そのう

ち開通後 30年以上経過した道路が約 4割を占める．一

方で，緊縮財政への移行，老朽化の進展といった社会

的背景のもと，従来通り安全で快適な道路サービスを

提供するだけではなく，同時にライフサイクル費用を

低減可能な最適な補修計画を立案しなければならない．

実際に，我が国の高速道路舗装の主流であるアスファ

ルト舗装は，旧日本道路公団が設定した設計耐用年数

10年を超えて供用されている．この間，舗装の補修は

舗装工学の知見を基盤として，その施策が計画，実行

され，現場管理者の長年の経験やノウハウを反映する

形で継続的に改善がなされてきたが，事後的な補修の

範疇にとどまっている．今後は，舗装補修施策の妥当

性を科学的に検証するとともに，ライフサイクル費用

を勘案した計画的な補修へのシフトが望まれている．

多層構造を有する舗装構造物の中でも，舗装路面は

利用者の走行安全性に直接的な影響を及ぼす．そのた

めに，従来から維持管理の考えが浸透しており，点検・

調査によってデータの蓄積が進められてきた．とりわ

け，路面性状測定車の導入に伴い舗装路面性状の三要素

であるひび割れ率，わだち掘れ量，IRI（International

Roughness Index：国際ラフネス指数）等を安全，迅速

かつ効率的に獲得することが可能となり，膨大な量の

路面性状値が蓄積されつつある．しかし，獲得された

データは膨大である一方で構造化されていない．その

ため，劣化進展区間の抽出や事後補修の立案にデータ

を活用することはあっても，路面劣化過程の予測や計

画的補修にこれらのデータを反映するまでに至ってい

ない．また，調査データを集積し代表的な路面の劣化傾

向を示す供用性曲線を算出しているものの，個々の路

線の多様な劣化傾向とは整合的でない場合が多く，プ

ロジェクトレベルでの意思決定を支援できるものには

なっていない．さらには，近年，舗装表層部に用いる

混合物が密粒度アスファルト混合物からポーラスアス

ファルト混合物へと移行したことにより，舗装路面の

劣化過程が大きく変化している．一方で，路面補修を

判断する補修目標値に大きな変化はなく，従来重きが
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置かれていた評価指標が現在でも継続して使用されて

いる．そのため，密粒度アスファルト混合物が主流で

あった時期に策定された補修目標値では舗装路面の状

態を評価することが難しくなってきている1)．

以上の問題意識のもと，本研究では，舗装路面に対

して獲得された膨大な路面性状調査データを用いた統

計的劣化予測手法により，舗装路面に関する供用性曲

線を算出し，プロジェクトレベルでの意思決定を支援

可能な評価手法の構築を行う．具体的には，複数回の

調査によって獲得された路面性状調査データを用いて

マルコフ劣化ハザードモデルを推定し，各路線別の供

用性曲線を算出するとともに，舗装路面の主要な劣化

因子を選定する．また混合マルコフ劣化ハザードモデ

ルを用いて路線別のベンチマーキング評価を行い，重

点管理路線を抽出するとともに，表層種別ごとに適切

な評価指標の提案を行う．その際，2つの異なる評価指

標を用いた総合的な評価を実施することにより，舗装

路面の維持管理の実状とより整合的な評価手法の体系

化を図る．さらに，獲得された知見をもとに現状の舗

装補修施策の事後評価を実施する．以下，2.では道路

の維持管理の実状に触れながら既往研究と本研究の位

置付けを述べる．3.では混合マルコフ劣化ハザードモ

デルの概要を説明する．4.では，供用中の高速道路で

得られた路面性状調査データを用いた実証分析を行い，

提案する評価手法の妥当性について検討する．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 高速道路の舗装の保全計画

高速道路の舗装の保全計画では，ネットワークレベ

ルとプロジェクトレベルでの検討を実施しなければな

らない．ネットワークレベルとは一般的に道路網を意

味しており，道路網全体を対象とした中長期の年度予

算計画の立案や現場事務所への予算配分（補修優先順

位）の決定といったマクロな視点を指す．一方で，プロ

ジェクトレベルとは個別道路区間を意味し，予算制約

内における補修対象道路区間の選定や当該道路区間に

対する補修工法の選定など，詳細な実施計画といった

ミクロな視点を指す．

計画策定は，ネットワークレベルで決定された事業

費の中で，プロジェクトレベルでの意思決定を下すこ

とが求められる．合理的な意思決定には，将来発生す

る補修需要を予測し，維持補修の事業費を計上する必

要がある．NEXCO3社においては，株式会社高速道路

総合技術研究所（以下，NEXCO総研）が，3社の保有

する調査データを用いて，代表的な舗装路面の劣化傾

向を示す供用性曲線を算出している2)．しかし，これら

の供用性曲線は，ネットワークレベルの劣化傾向とは

整合的であっても，プロジェクトレベルの劣化傾向と

整合的でない事例が数多い．しかし，路面性状測定車

によって獲得されるデータは，極めて膨大であり，な

おかつ構造化されておらず，多大な不確実性が介在し

ている．それは，近年土木分野においても注目されて

いる「ビッグデータ3),4)」とも呼べるものである．一方

で，近年，社会基盤施設の統計的劣化予測モデルが数

多く開発されている．本研究においては，統計的劣化

予測モデルを用いて，データの持つ不確実性を考慮し

た供用性曲線を作成し，プロジェクトレベルでの合理

的な意思決定を可能にする路面評価手法の体系化を目

指す．また，これにより科学的に検証することが困難

である舗装補修施策の妥当性に関する考察を行う．

(2) 統計的劣化予測の変遷と道路舗装データへの適用

従来より，道路舗装の劣化過程に関して数多くの研

究が蓄積されている．例えば，阿部・飯野5)は舗装の供

用年数とわだち掘れ深さに関する統計的関係を分析し

ている．また清野等6)は舗装の供用性曲線としてロジ

スティック曲線を採用し，観測データを用いて舗装劣

化予測モデルを推定している．しかしながら，これら

の先行研究は舗装の劣化過程を確定的な供用性曲線で

表現しており，舗装の劣化過程に介在する不確実性を

考慮できていない．一方で，不確実性を考慮した劣化

予測モデルとしてマルコフ推移確率モデルが提案され

ている．舗装に対してマルコフ推移確率モデルを適用

した初期の研究事例としては，アスファルト舗装の寿

命期間内における状態遷移に適用して舗装の信頼性を

論じたのものがある7),8)．国内では，武山等9)が舗装の

供用性指標である PSIを用いて，交通供用に伴う舗装

損傷の推移を算出したのが端緒である．さらにその後，

ハザードモデルを用いた劣化予測モデルに関する研究

が進展した．道路舗装への適用例としては，Shin and

Madanat10)によるひび割れ開始時刻を予測するための

ワイブル劣化ハザードモデルがあげられる．また同時

に，マルコフ推移確率の推定にもハザード解析手法が

導入され飛躍的に発展した11),12)．中でも，Mishalani

and Madanat13)は損傷程度を離散化した指標（健全度）

の隣接段階間の推移状態を対象として，マルコフ推移

確率を指数ハザードモデルを用いて表現する方法を提

案した．これとは独立に，津田等14)は損傷程度を離散

化した指標（健全度）の非隣接段階間の推移状態を表現

する多段階指数ハザードモデル（マルコフ劣化ハザー

ドモデル）を開発し，マルコフ推移確率を推定する一

般的な方法論が確立した．マルコフ劣化ハザードモデ

ルでは，劣化の速度を定義するハザード率に構造特性，

使用・環境条件の相違を説明変数として内包することが

可能である．したがって，種々の条件の相違が劣化過程
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に及ぼす影響を定量的に評価することが可能となった．

マルコフ劣化ハザードモデルを舗装データに適用した

事例も数多く存在する2),15)．

　しかし，考慮することが可能な説明変数は施設の平

均的な劣化特性の差異を表現するような要因に限られ，

膨大な数の社会基盤施設それぞれに固有な劣化条件の

異質性を説明変数を用いて記述することには限界があっ

た．例えば，社会基盤施設の劣化過程は同一の構造・材

料特性，かつ供用条件の下であっても，施設が置かれ

ている環境や施工時の品質などにより多様に異なるこ

とが一般的である．社会基盤施設の劣化過程の異質性

を説明変数のみで表現しようとすれば必然的に説明変

数の数が増加し，個々の説明変数の説明力が低下する

だけでなくモデル推定の効率性が著しく低下する．ま

た，劣化過程の異質性の中には観測不可能な要因に支

配されるものもある．したがって，劣化過程の異質性

を説明変数のみを用いて表現する方法には限界があり，

社会基盤施設個々を対象としたミクロレベル（本研究

におけるプロジェクトレベルと同義）の意思決定に対

する弊害となっていた．小濱等16)はハザード率の異質

性を確率分布で表現した混合マルコフ劣化ハザードモ

デルを定式化した．混合マルコフ劣化ハザードモデル

の開発により設定したグループごとの相対評価が可能

となったために，プロジェクトレベルでの意思決定を

強力に支援するツールとなった．混合マルコフ劣化ハ

ザードモデルに関しても舗装データに対して適用した

研究が蓄積されている17),18)．

　さらに近年，調査データおよびそれらの記録の不備，

実務的ニーズの高度化等により，マルコフ劣化ハザー

ドモデルは適宜改善され極めて高度化している．予防

補修により測定データが欠損することにより発生する

欠損バイアスを補正する方法19)，異なる劣化パターン

間の推移過程を表現する階層型指数劣化ハザードモデ

ル20)，健全度に測定誤差が存在する場合を対象として，

測定誤差の背後に隠れているマルコフ推移確率を推定

する隠れマルコフ劣化モデル21)，異なる損傷間の競争

関係をモデル化する競合的マルコフ劣化ハザードモデ

ル22)等が開発され，いずれも舗装データに対して適用

されている．さらに，多層構造を有するという舗装の

特性に着目し，路面健全度と耐荷力の低下過程で構成

される複合的劣化過程を表現した階層的隠れマルコフ

劣化モデル23)，ポットホールのように比較的発生頻度

が高い局所的損傷過程と相対的に変化の遅い舗装全体

の劣化過程で構成される複合的な劣化過程を表現した

ポアソン隠れマルコフモデル24)等が開発された．これ

ら高度な劣化予測モデルの適用事例の多くが道路舗装

を対象としている背景には，路面性状調査を中心とし

たビッグデータ獲得の寄与が極めて大きい．

(3) 本研究の位置づけ

供用性曲線の作成を目的としてマルコフ劣化ハザー

ドモデルの適用事例が増加している．モデル推定に際

しては，2回の調査によって獲得された事前・事後健全

度および調査間隔の 3つの情報が 1サンプルとして必

要となる．路面性状測定車が開発され NEXCO3 社に

おいて導入が開始されたのは 1975年まで遡ることがで

きるが，その一方で本格的な全面展開を開始してから

の期間は短い．そのため，従来の路面性状調査データ

に対するマルコフ劣化ハザードモデルの適用事例17),18)

においては，同一区間で 2回の路面性状調査が実施さ

れていない路線が多数存在した．サンプル数確保の観

点から，供用開始時点あるいは直近の補修時点を最も

健全な状態として，その時点から 1回目の路面性状調

査時点までを 1サンプルとして使用していた．しかし

ながら，供用開始から 30～50年近くが経過している路

線においては補修履歴が利用可能でない道路区間が多

い．これは 1）そもそも情報が電子データ化されていな

い，2）切削オーバーレイ等の大規模な補修からパッチ

ングといった簡易な補修まで年間で膨大な数の補修が

多岐にわたって実施されるために，それらを網羅的に

把握することが困難である，という理由に起因する．現

状では，マネジメントの観点においては補修履歴が十

分に整備されているとは言い難い．補修履歴を含めて

サンプルを作成した場合，以上の理由により推定精度

の低下が懸念される．本研究の実証分析で対象とする

NEXCO西日本関西支社（以下，関西支社）では，路

面性状測定車の全面展開を 2006年に開始し，これまで

8年間のデータ蓄積実績がある．各路線が 3年に 1回

程度の周期となるように路面性状調査が実施され現在

3サイクル目を迎えている．実証分析においては，推定

精度を保つために供用開始時点や直近の補修時点の仮

想的な健全度情報を除き，実測した 2回の路面性状調

査データのみによってサンプルを作成した．

さらに，近年，舗装表層部に用いられる混合物の変化

から舗装路面の劣化過程が大きく変化している．具体

的には，名神高速道路開通以来採用されてきた密粒度

アスファルト混合物から排水性を有するポーラスアス

ファルト混合物への移行に伴い，従来の主な損傷形態

であった面的なひび割れ，わだち掘れから，ポットホー

ルや局部流動といった局所的損傷が散見されるように

なってきた．その一方で，補修目標値に大きな変化はな

く，とりわけ道路管理者の間ではひび割れ率 20%とい

う補修目標値が広く浸透している．そのため，補修目

標値と道路管理者の補修要否判断との間には大きな乖

離が生じている．このような背景のもと，宮﨑等1)は既

存の補修目標値の問題点を指摘し，現状に適合した補

修目標値作成のために従来のひび割れ率に重きを置い
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図–1 本研究の枠組み

注）各項目に対して該当する 4章の節を併記している．

た評価から IRIによる評価の重要性が増していること，

また評価長を従来の 100m単位（IRIは 200m単位）か

ら 10m単位にすべきであることを指摘している．後に

4.で示す実証分析においては，宮﨑等の提案する補修

目標値の考え方を踏襲し，使用するデータ等を決定し

ている．

　本研究の枠組みを図–1に示す．一般的に，高速道路

舗装路面の維持管理を考える上で，道路管理者は，調

査の頻度や補修需要等の意思決定を下し実際に調査・補

修を行う．本研究の実証分析で使用するデータは路面

性状測定車によって獲得されたひび割れ率，IRIに関す

る膨大なデータおよび約 20年の補修履歴である．図中

の青色の部分はネットワークレベルの評価を表してい

る．具体的に，ひび割れ率，IRIという 2つの評価指

標に対して，マルコフ劣化ハザードモデルを用いて舗

装路面の劣化要因を抽出するとともに，それらを組み

合わせることにより舗装路面の劣化過程を表したモデ

ルを決定する．さらに，劣化予測の結果をもとにして，

全路線のデータを用いたマクロな評価における表層種

別ごとの適切な評価指標を決定する．赤色の部分はプ

ロジェクトレベルの評価を表す．混合マルコフ劣化ハ

ザードモデルを用いることによって路線別の供用性曲

線を作成し，ベンチマーキング評価を通して重点管理

路線を抽出する．また，ひび割れ率と IRIを用いて各

路線の総合的な評価を実施するとともに路線の代表的

な期待寿命を算出する．さらに，個々の路線別，すな

わちミクロな評価における表層種別ごとの適切な評価

指標を決定する．また既往の研究においては劣化予測

や評価手法の構築にとどまり，獲得された結果（知見）

の実務へのフィードバックに至っていない事例が少な

くない．しかしながら，理想的なアセットマネジメント

を実践していくためにはこのような知見をもとにして，

実務的課題への解決策を継続的に模索していかなけれ

ばならない．本研究においては，劣化予測によって算出
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された期待寿命と実績寿命の比較を通して現状の路面

性状調査頻度が適切なものであるかについて言及する．

また，算出された期待寿命から求められる補修需要と

維持補修のための事業費を計上する際に用いられてい

る補修の実績値との比較を通して，中長期的な補修計

画の妥当性について検討する．本研究は，劣化予測手

法そのものに学術的な新規性があるものではない．し

かしながら，実測した 2回の路面性状調査データのみ

を使用してマルコフ劣化ハザードモデルを推定し，な

おかつ，密粒度アスファルト混合物からポーラスアス

ファルト混合物への移行が進む舗装路面の維持管理の

実状に適合した形で劣化因子を明らかにし，分析，評

価を実施する点に本研究の意義があると考える．すな

わち，研究開発されてきた数多くの統計的劣化予測モ

デルを実務に反映する方法を体現し，評価手法を体系

的に整理することが本研究の成果である．なお，本研

究では，評価手法を体系的に整理することに主眼を置

き，ライフサイクル費用分析など費用情報を必要とす

る分析は本研究の範疇を超えると考え，別の機会に発

表したい．したがって，実務へのフィードバックにおい

ては，舗装補修施策の立案，評価として費用情報を必

要としない範囲において分析を実施する．

3. 混合マルコフ劣化ハザードモデル

(1) モデル化の前提条件

カレンダー時刻 s0 を初期時点とする離散的時間軸

t = 0, 1, 2, · · ·を考え，離散的時間軸上の点を時点と呼
びカレンダー時刻と区別する．単位時間幅を 1に基準化

する．舗装路面の健全度を I個の健全度 i (i = 1, · · · , I)
で表現する．i の値が大きくなるほど劣化が進展して

いる．時点 tにおける路面の健全度を状態変数 h(t) =

i (i = 1, · · · , I; t = 0, 1, · · ·)を用いて表現する．路面の
劣化過程がマルコフ連鎖に従うと仮定し，離散時間軸

上の単位時間間隔における健全度間の推移確率をマル

コフ推移確率を用いて表現する．推移確率は，時点 tに

おける健全度 h(t) = iを与件とし次の時点 t+1におけ

る健全度 h(t+ 1) = j(j ≥ i)が生起する条件付確率

Prob[h(t+ 1) = j|h(t) = i] = πij (1)

を用いて定義される．このような推移確率を全ての健

全度ペア (i, j)に対して定義することにより，マルコフ

推移確率行列

π =


π11 · · · π1I
...

. . .
...

0 · · · πII

 (2)

を定義することができる．マルコフ推移確率 (1)は所与

の 2つの時点 t，t + 1の間において生じる健全度間の

推移確率を示したものであり，当然のことながら，対象

とする測定間隔が異なれば推移確率の値は異なる．補

修がない限り常に劣化が進行するので πij = 0 (i > j)

が成立する．また，推移確率の定義より
∑I

j=i πij = 1

が成立する．すなわち，マルコフ推移確率に関して

πij ≥ 0 (i, j = 1, · · · , I)
πij = 0 (i > j の時)∑I

j=i πij = 1

 (3)

が成立しなければならない．状態 I は補修のない限り

マルコフ連鎖における吸収状態であり πII = 1が成立

すると考える．なお，マルコフ推移確率は過去の劣化

履歴には依存しない．マルコフ推移確率モデルでは健

全度が i− 1から iに推移した時点にかかわらず，時点

tから時点 t+ 1の間に推移する確率は時点 tにおける

健全度のみに依存するという性質（マルコフ性）を満

足する．マルコフ推移確率を用いれば，前回の観測時

点 tから r期経過した時点 t+ rに至る期間の間に生起

する劣化過程を推移確率行列

π(r) = {π}r (4)

を用いて表現できる．また，r期推移確率行列 π(r)の

各要素を πij(r) (i, j = 1, · · · , I)と表す．

(2) 混合マルコフ劣化ハザードモデル

路面の劣化速度の相対評価にあたっては，小濱らが提

案した混合マルコフ劣化ハザードモデル16)を用いる．そ

の詳細に関しては参考文献に譲るが，ここでは読者の便

宜を図るために同モデルについて簡単に紹介しておく．

本研究では路面性状測定車による測定結果に基づいて

健全度評価されたデータを用いて，路線と管理事務所の

組み合わせごとの劣化速度を相対評価する．路線と管理

事務所の組み合わせの総数をK と設定し，そのうちの

任意の路線と管理事務所の組み合わせ k (k = 1, · · · ,K)

に着目する（以下，単に路線 kと記述）．

いま，路線 k (k = 1, · · · ,K)に固有なハザード率の

変動特性を表す異質性パラメータ εk を導入する．この

とき，路線 kの健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)における混

合ハザード率を路線 k の健全度 iにおける平均的なハ

ザード率 λ̃ki（以下，基準ハザード率）を用いて

λki = λ̃ki ε
k (5)

(i = 1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K)

と定義する．異質性パラメータ εkは基準ハザード率 λ̃ki
からの乖離の程度（路線 kの異質性）を表す確率変数で

あり，εk ≥ 0が成立すると仮定する．異質性パラメー

タの値が εk = 1よりも大きな値を取るほど路線 kの劣

化速度が基準ハザード率に対して速いことを表す．式

(5)において，対象とする路線が同一であれば，健全度

が変化したとしても全てのハザード率に同一の異質性
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パラメータ εk が含まれることに留意されたい．これに

より，ある健全度において劣化速度が大きい場合，他の

健全度の劣化速度も相対的に速くなることを表す．い

ま，異質性パラメータ εk がガンマ分布 f(εk : α, γ)

f(εk : α, γ) =
1

γαΓ(α)

(
εk
)α−1

exp

(
−ε

k

γ

)
(6)

から抽出された確率標本であると考える．ガンマ分布

f(εk : α, γ)の平均は αγ で，分散は αγ2 である．

ここで，路線 k (k = 1, · · · ,K)の異質性パラメータ

εk の値を ε̄k に固定する．このとき，路線 kの健全度 i

における寿命（健全度が iから i+ 1に到達するまでの

期間長）が yki 以上となる確率は，混合ハザード率 (5)

を用いて

F̃i(y
k
i ) = exp(−λ̃ki ε̄kyki ) (7)

と書き換えることができる16)．さらに，路線 kの調査

間隔を zk とすると，路線 kの調査時点 τkA において健

全度が iと判定され，次の調査時点 τkB = τkA + zk にお

いても健全度が iと判定される確率 πk
ii(z

k : ε̄k)は，

πk
ii(z

k : ε̄k) = exp(−λ̃ki ε̄kzk) (8)

となる．また，調査時点 τkA と τkB の間で健全度が iか

ら j (> i)に推移するマルコフ推移確率 πk
ij(z

k : ε̄k)は，

πk
ij(z

k : ε̄k) =

j∑
s=i

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
exp(−λ̃ks ε̄kzk)

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

k
) exp(−λ̃ks ε̄kzk) (9)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I; k = 1, · · · ,K)

と表せる16)．ただし，λ̃
k
= (λ̃k1 , · · · , λ̃kI−1)である．こ

こで，ψs
ij(λ̃

k
)は

ψs
ij(λ̃

k
) =

j−1∏
m=i, ̸=s

λ̃km

λ̃km − λ̃ks
(10)

となり基準ハザード率のみの関数で表される．また，

πk
iI(z

k : ε̄k)に関しては

πk
iI(z

k : ε̄k) = 1−
I−1∑
j=i

πk
ij(z

k : ε̄k) (11)

と表すことができる．

つぎに，パラメータ εk がガンマ分布 (6)に従って分

布する場合を考える．記述の簡便化のために上付き添

え字 kを省略する．まず，健全度 iの寿命が yi 以上と

なる確率は，生存関数 (7)を用いて

π̃ii(z) =

∫ ∞

0

πii(z : ε)f(ε : α, γ)dε

=
1

γαΓ(α)

∫ ∞

0

exp

{(
−λ̃iz −

1

γ

)
ε

}
εα−1dε

(i = 1, · · · , I − 1) (12)

と表すことができる．ここで，ui = (λ̃iz+
1
γ )εと置き，

確率密度関数の変数変換を行えば

π̃ii(z) =
1

γαΓ(α)

∫ ∞

0

exp(−ui)

(
ui

λ̃iz +
1
γ

)α−1

1

λ̃iz +
1
γ

dui

=
1

(λ̃iγz + 1)α
(13)

を得る．マルコフ推移確率 π̃ii(z)は，ハザード率の確

率分布を考慮した調査間隔 z の平均的なマルコフ推移

確率（以下，基準マルコフ推移確率）を表している．さ

らに，調査間隔 z の下で健全度 iから j へ推移する基

準マルコフ推移確率は，

π̃ij(z) =

∫ ∞

0

πij(z : ε)f(ε : α, γ)dε

=

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃)

(λ̃sγz + 1)α
(14)

と表せる．ガンマ分布 (6)の平均は µ = αγで，分散は

σ2 = αγ2である．いま，異質性パラメータ εに関して，

ハザード率の期待値が基準ハザード率 λ̃iに一致するよ

うに分布していると考える．そこで，平均 1，分散 1/ϕ

のガンマ分布

f̄(ε : ϕ) =
ϕϕ

Γ(ϕ)
εϕ−1 exp(−ϕε) (15)

を仮定すると，基準マルコフ推移確率は

π̃ii(z) =
ϕϕ

(λ̃iz + ϕ)ϕ
(16a)

π̃ij(z) =

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃)ϕ

ϕ

(λ̃sz + ϕ)ϕ
(16b)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i+ 1, · · · , I)

と表される．

(3) 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定

ある路線に対して 2つの異なる時点において路面性

状調査が実施されたと考える．その上で，2つの異なる

時点における健全度情報に基づいて混合マルコフ推移

確率を推定する問題を取り上げる．仮に路線 k に対し

て L+1回の調査が実施された場合，1つの路線から L

組のサンプルを獲得することができる．

いま，図–2に示すように路線 k (k = 1, · · · ,K)に関

して L + 1回の路面性状調査が実施され，L組のサン

プルが獲得された状況を想定する．l回目の路面性状調

査が実施された時点を τ̄k
l

A と表す．つぎに，時間 z̄k
l

が

経過した時点 τ̄k
l

B = τ̄k
l

A + z̄k
l

に l + 1度目の路面性状

調査が実施されたと考える．記号「・̄」は実測値である

ことを表す．全ての路線に対して路面性状調査が実施

されたと考えれば，それぞれのサンプルには l 回目と
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図–2 路面性状調査と情報サンプル

l + 1回目の調査間隔 z̄k
l

と 2回の調査を通して評価さ

れた健全度 h(τ̄k
l

A )，h(τ̄k
l

B )に関する情報が利用可能で

ある．ここで，評価された健全度に基づいてダミー変

数 δ̄k
l

ij (i = 1, · · · , I − 1; j = i, · · · , I; k = 1, · · · ,K; l =

1, · · · , L)を

δ̄k
l

ij =

{
1 h(τ̄k

l

A ) = i, h(τ̄k
l

B ) = j の時

0 それ以外の時
(17)

と定義する．さらに，ダミー変数ベクトルを δ̄
kl

=

(δ̄k
l

11, · · · , δ̄k
l

I−1,I)，路面性状調査の劣化速度に影響を及

ぼす構造特性や環境条件を表す特性行ベクトルを x̄k =

(x̄k1 , · · · , x̄kM )と表す．ただし，x̄km (m = 1, · · · ,M)は路

線kのサンプルに関するm番目の説明変数の観測値を表

す．また，第1番目の説明変数は定数項に該当する変数で

あり恒等的にxk1 = 1である．路面性状調査で得られる路

線 kの調査サンプルが有する情報を ξ̄
kl

= (δ̄
kl

, z̄k
l

, x̄kl

)

と表す．また，調査データ全体を Ξと表す．

さらに，路線 k の劣化過程をハザード率 λki (y
k
i ) =

λ̃ki ε
k (i = 1, · · · , I − 1)を用いて表現する．健全度 I は

マルコフ連鎖の吸収状態であり，πk
II = 1が成立するた

めにハザード率 λ̃kI は必然的に λ̃kI = 0となる．路線の

劣化過程を特徴づける基準ハザード率 λ̃ki は特性ベクト

ルに依存すると考え，基準ハザード率 λ̃ki を特性ベクト

ル xk を用いて

λ̃ki = exp(xkβ′
i) (18)

と表す．ただし，βi = (βi,1, · · · , βi,M )は未知パラメー

タ βi,m (m = 1, · · · ,M)による行ベクトル，記号「′」

は転置操作を表す．また，xk1 = 1 より βi,1 は定数項

を表す．平均マルコフ推移確率は式 (16a),(16b)で示し

たように，各健全度における基準ハザード率 λ̃ki (i =

1, · · · , I − 1; k = 1, · · · ,K)と異質性パラメータの確率

分布の分散パラメータ ϕを用いて表現できる．

平均マルコフ推移確率は路線の特性ベクトル x̄kを用

いて式 (19)で表現できる．また，推移確率はデータが

観測された調査間隔 z̄k
l

に依存する．これらのことを明

示的に表すために平均マルコフ推移確率 π̃kl

ij を調査デー

タ (z̄k
l

, x̄k)と未知パラメータ θ = (β1, · · · ,βI−1, ϕ)の

関数として π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)と表す．いま，K 個の路線

の劣化現象が互いに独立であると仮定すれば，全調査

情報サンプルの劣化推移パターンの同時生起確率密度

を表す尤度関数は，

L(θ,Ξ) =

I−1∏
i=1

I∏
j=i

K∏
k=1

L∏
l=1

{
π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)
}δ̄k

l

ij

(19)

と定式化できる25)．ただし，θ = (β, ϕ)である．また，

π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)は，前回の調査時点に健全度が iであ

るという条件の下で今回の健全度が j となる健全度推

移確率であり，

π̃kl

ii (z̄
kl

, x̄k : θ) =
ϕϕ

{exp(x̄kβ′
i)z̄

kl + ϕ}ϕ
(20a)

π̃kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ) =

j∑
s=i

ψs
ij(λ̃

k
)ϕϕ

{exp(x̄kβ′
s)z̄

kl + ϕ}ϕ
(20b)

(i = 1, · · · , I − 1; j = i, · · · , I;

k = 1, · · · ,K; l = 1, · · · , L)

と表される．ただし，

ψs
ij(λ̃

k
) =

j−1∏
m=i, ̸=s

exp(x̄kβ′
m)

exp(x̄kβ′
m)− exp(x̄kβ′

s)
(21)

である．調査データ δ̄k
l

ij ,z̄
kl

,x̄kは全て確定値であり，対

数尤度関数は未知パラメータβ, ϕの関数である．最尤法

では，この尤度関数 (19)を最大にするようなパラメー

タ値 θ̂ = (β̂, ϕ̂)を推定することになる．ここで，尤度

(19)の対数尤度関数

lnL(θ,Ξ) =

I−1∑
i=1

I∑
j=i

K∑
k=1

L∑
l=1

δ̄k
l

ij ln π̃
kl

ij (z̄
kl

, x̄k : θ)

(22)

を定義する．対数尤度関数 (22)を最大にするようなパ

ラメータ値 θの最尤推定量25),26)は

∂ lnL(θ,Ξ)

∂θi
= 0, (23)

(i = 1, · · · , (I − 1)M + 1)

を同時に満足するような θ̂ = (θ̂1, · · · , θ̂(I−1)M+1)とし

て与えられる．さらに，パラメータの共分散行列の漸

近的推定量25),26)Σ̂(θ̂)は，

Σ̂(θ̂) =

[
∂2 lnL(θ̂,Ξ)

∂θ∂θ′

]−1

(24)

と表すことができる．ただし，上式の右辺の逆行列は

∂2 lnL(θ,Ξ)/∂θi∂θj を要素とする 3× 3次の Fisher情

報行列25)の逆行列である．
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(4) 異質性パラメータの推定

路線 kの調査サンプル ξk
l

に着目する．調査サンプル

kl の 1回目の路面性状調査による健全度を i(kl) (kl =

1, · · · , kL)，2回目の路面性状調査の結果を j(kl)と表す．

さらに，パラメータの最尤推定量 θ̂ = (β̂1, · · · , β̂I−1, ϕ̂)

を与件とする．このとき，異質性パラメータがガンマ

分布 f̄(ε : ϕ̂)（式 (15)を参照）に従い，路線 kに属す

る kL個の調査サンプル ξk
l

が得られた場合，これら kL

個の調査サンプルが得られる異質性パラメータ εkに関

する同時生起確率密度関数（部分尤度）は，

ρk(εk : θ̂, ξk
l

) =
{
πkl

i(kl)j(kl)(z̄
kl

, x̄kl

:

β̂, εk)
}δ̄kl

i(kl)j(kl) f̄(εk, ϕ̂)

∝
kL∏

kl=1

{ j(kl)∑
m=i(kl)

ψm
i(kl)j(kl)(λ̃

k
(θ̂))

exp(−λ̃k
l

m(θ̂)εkz̄k
l

)
}δ̄k

l

i(kl)j(kl)
(εk)ϕ̂−1 exp(−ϕ̂εk)

(25)

と表される．ただし，記号 ∝は比例関係にあることを
意味する．また，λ̃

k
(θ̂) = (λ̃k1(θ̂), · · · , λ̃kI−1(θ̂))であり

基準ハザード率ベクトルである．ここでは，基準ハザー

ド率 λ̃ki がパラメータ θ̂に依存していることを明示的に

表現するために λ̃ki (θ̂)と表している．式 (25)の両辺の

対数をとることにより，部分対数尤度は

ln ρk(εk : θ̂, ξk)

∝
L∑

l=1

δ̄k
l

i(kl)j(kl) ln
{ j(kl)∑

m=i(kl)

ψm
i(kl)j(kl)(λ̃

k
(θ̂))

exp(−λ̃km(θ̂)εkz̄k
l

)
}
+ (ϕ̂− 1) ln εk − ϕ̂εk

(26)

と表せる．したがって，異質性パラメータ εk (k =

1, · · · ,K) の条件付き最尤推定量は条件付対数尤度最

大化問題

max
εk

{
ln ρk(εk : θ̂, ξk)

}
(27)

の最適解 ε̂k として求めることができる．以上の方法で

求めた異質性パラメータの条件付最尤推定量は，パラ

メータ θ̂ = (β̂1, · · · , β̂I−1, ϕ̂)を与件として求めた条件

付最尤推定量である．このことを明示的に表現するため

に，問題 (27)の解を ε̂k(θ̂) (k = 1, · · · ,K)と表す．さら

に，以上で求めた異質性パラメータ ε̂k(θ̂)とパラメータ

θ の最尤推定量 θ̂ を用いて定義された基準ハザード率

λ̃ki を λ̃ki (θ̂)と表す．このとき，路線 k (k = 1, · · · ,K)

のハザード率は

λ̂ki (θ̂) = ε̂k(θ̂)
ˆ̃
λ
k

i (θ̂) (28)

と表すことができる．式中の記号ˆは推定量であること

を示す．以下，λ̂ki (θ̂)を個別ハザード率と呼ぶ．また，

表–1 健全度ランク

健全度
ひび割れ率：Cr IRI

(%) (mm/m)
1 0≤ Cr <1 IRI<1
2 1≤ Cr <5 1≤ IRI <1.5
3 5≤ Cr <10 1.5≤ IRI <2.0
4 10≤ Cr <15 2.0≤ IRI <2.5
5 15≤ Cr <20 2.5≤ IRI <3.0
6 20≤ Cr 3.0≤ IRI <3.5
7 – 3.5≤ IRI

表記の簡便化のために式 (28)を

λ̂ki = ε̂k
ˆ̃
λ
k

i (29)

と表記する．

(5) 路面性状調査とベンチマーキング

混合マルコフ劣化ハザードモデルを推定し，混合マ

ルコフ劣化ハザードモデルの未知パラメータの最尤推

定量 θ̂を獲得できたと考える．路線 kの説明変数 x̄kと

健全度 iのハザード率のパラメータ最尤推定量 β̂iを用

いれば，当該路線の健全度 i (i = 1, · · · , I − 1)に対す

る平均的劣化速度を表す標準ハザード率は，

λ̃ki = exp(x̄kβ̂
′
i) (30)

と定義できる．式 (30)は，混合マルコフ劣化ハザード

モデルにおいて異質性パラメータを ε = 1とした場合

に他ならない．このように異質性パラメータの値を 1

に設定することにより，路線の平均的な劣化過程を表

現できる．さらに，標準ハザード率 λ̃ki を用いれば，当

該路線における各健全度の期待寿命 (次段階の健全度に

推移するまでの時間) ET k
i は式 (7)を用いて

ET k
i =

∫ ∞

0

dF̃i(y
k
i ) =

1

λ̃ki
(31)

と表される．また，路線 k が供用開始時点（あるいは

補修実施時点）から任意の健全度 i (i = 2, · · · , I)に進
展するまでに要する平均的時間 E[T ](i)は，

E[T ](i) =

i∑
j=1

1

λ̃kj
(32)

と定義できる．特に，i = I の場合を期待寿命と呼ぶ．

4. 実証分析

(1) データ概要

実証分析として関西支社管内で獲得された路面性状

調査データを用いた劣化予測を行う．本研究で用いる

データは，17路線を対象に 2006年から 2012年までの

6年間に実施された路面性状調査を通して獲得されたひ

び割れ率，IRIである．17路線の総延長は約 3,400km・

車線である．関西支社では各路線が 3年に 1回程度の
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表–2 数え上げサンプル数（上段：ひび割れ率，下段：IRI）

密粒度
事後健全度

合計 高機能
事後健全度

合計
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6

事 1 4,616 3,460 704 320 144 250 9,494 1 20,351 3,929 709 242 107 185 25,523
前 2 0 1,651 1,776 786 463 755 5,431 2 0 4,661 3,352 1,019 430 699 10,161
健 3 0 0 633 702 422 860 2,617 3 0 0 514 461 229 429 1,633
全 4 0 0 0 219 307 749 1,275 4 0 0 0 144 186 378 708
度 5 0 0 0 0 111 726 837 5 0 0 0 0 50 296 346

6 0 0 0 0 0 2,415 2,415 6 0 0 0 0 0 926 926
合計 4,616 5,111 3,113 2,027 1,447 5,755 22,069 合計 20,351 8,590 4,575 1,866 1,002 2,913 39,297

密粒度
事後健全度

合計 高機能
事後健全度

合計
1 2 3 4 5 6 7 1 2 3 4 5 6 7

1 4,282 5,120 1,183 463 188 121 257 11,614 1 13,916 26,602 6,641 2,298 1,002 547 1,052 52,058
事 2 0 4,856 3,539 1,137 481 271 528 10,812 2 0 22,368 14,704 4,367 1,759 952 1,688 45,838
前 3 0 0 1,651 1,291 543 251 437 4,173 3 0 0 6,480 5,141 1,775 842 1,457 15,695
健 4 0 0 0 643 570 250 359 1,822 4 0 0 0 2,074 1,815 853 1,052 5,794
全 5 0 0 0 0 258 281 337 876 5 0 0 0 0 820 835 984 2,639
度 6 0 0 0 0 0 138 384 522 6 0 0 0 0 0 403 1,016 1,419

7 0 0 0 0 0 0 749 749 7 0 0 0 0 0 0 2,381 2,381
合計 4,282 9,976 6,373 3,534 2,040 1,312 3,051 30,568 合計 13,916 48,970 27,825 13,880 7,171 4,432 9,630 125,824

周期となるように路面性状調査を行っている．今回の対

象路線内には供用開始時点が 1960年代のものも含まれ

ており，舗装の詳細な補修記録の追跡が困難な道路区

間も多く存在した．また本実証分析では極めて膨大な

データが獲得されているために，2.(3)で述べた通り，

推定精度を保つために供用開始時点や直近の補修時点

の仮想的な健全度情報を除いて，実測した 2回の調査

データのみによって推定に使用するサンプルを作成し

た．また，2 回の路面性状調査の間に補修が実施され

た場合，当該期間における情報サンプルはサンプルか

ら除外している．なお，提供されたデータの評価長は

10m単位と 100m単位の 2種類存在したが，表層種別

による劣化過程の違いを精緻に把握するために 10m単

位のデータを使用した．

表–1にひび割れ率と IRIに対する健全度ランクの定

義を示す．健全度の設定に際して，その最大値と維持

管理を行う上での補修目標値を一致させた．すなわち，

ひび割れ率が健全度 6，IRIが健全度 7に達した段階で

切削オーバーレイ等の補修が実施される．これらの値

は道路維持修繕要綱27)を参照した．また各閾値に関し

ては熊田ら2)の既往研究を参考に若干の修正を加えて設

定している．とりわけ，ひび割れ率に関しては，現在

10%前後で補修を実施する事例が多いという実務的背

景にあわせて閾値を変更している．推定に用いるデー

タベースを作成する際にはひび割れ率，IRI のデータ

ベースをさらに表層種別の違いによって分割し，4つの

データベースを作成した．表層種別の違いは説明変数

として考慮することが一般的ではあるが，経験的にこ

れらの劣化過程が根本的に大きく異なることが判明し

ていたことから，データベースの作成段階で区分して

いることに留意されたい．表–2には数え上げのサンプ

ル数を示している．密粒度アスファルト舗装，ポーラ

スアスファルト舗装（以下，それぞれ密粒度舗装，高

機能舗装），いずれも 20,000を越えるサンプル数を獲

得した．特に高機能舗装のサンプル数が多く，路線全

体で高機能舗装化が進展している．また，ひび割れ率

×密粒度舗装（以下，組み合わせを ×で示す）のサン
プルの割合に着目した場合，事後健全度が 6に到達し

ているものが 25%と極めて多い．現在まで残存してい

る密粒度舗装区間は既にひび割れが大きく進展したも

のが多くなっており，2006年から 2012年という特定期

間を対象としたサンプル作成では情報バイアスが生じ

ている可能性を否定できないことを断っておく．

(2) 推定結果：マルコフ劣化ハザードモデル

4つのデータベースそれぞれに対してマルコフ劣化ハ

ザードモデルを援用し，各因子が舗装の劣化に及ぼす

影響を定量的に評価する．推定に際しては，説明変数

の候補として上下線，走行車線，構造形式，年平均大型

車日交通量（以下，大型車交通量），すべり摩擦係数，

供用開始年月日等を考慮した．大型車交通量やすべり

摩擦係数等が定量的変数であるのに対して上下線，走

行車線等は定性的変数であるために，説明変数として

考慮する際にはダミー変数を用いた．また，パラメータ

の有意性の検定に際しては t検定を実施し，t値が 1.96

以上（有意水準 5%）となるものを説明変数として採用

した．

上記の説明変数をそれぞれ単独で用いてマルコフ劣

化ハザードモデルを推定した結果，上下線を除く全て

の説明変数が路面の劣化速度に対して統計的に有意で

あることが判明した．しかしながら，実務において維

持管理に関する意思決定を行う際には，複数の劣化因

子を総合的に考慮した上で判断を下すことになる．そ

こで t値によって説明変数を決定した後，赤池情報量基

準 AIC28)を用いてもっとも望ましいモデル，すなわち

適切な説明変数の組み合わせを検討した．AICは対数

尤度と未知パラメータの数で決定され，AICが小さく

なるほど調査データとモデルの当てはまり具合，未知
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(a) ひび割れ率

(b) IRI

図–3 供用性曲線

パラメータ数の観点から適したモデルであると判断で

きる．また，組み合わせの検討を行う上では，多重共

線性の問題を避けるために，それぞれの説明変数間の

相関を考慮する必要がある．さらに，ネットワークレ

ベル，プロジェクトレベルといった実務での使用を考

える際には，単に AICのみによる評価ではなくモデル

の汎用性を勘案しておかなければならない．以上の点

を考慮した結果，本研究においては，4つのデータベー

スいずれに対しても構造形式ダミー（土工部=1，橋梁

部=0）と大型車交通量が適切な説明変数として採用さ

れた．図–3(a)には評価指標をひび割れ率とした場合，

図–3(b)には評価指標を IRIとした場合の密粒度舗装，

高機能舗装それぞれのデータベースに対して，構造形

式と大型車交通量を考慮した場合の供用性曲線を示す．

凡例中の年数は健全度が最大値，すなわち補修目標値に

到達するまでの平均的な経過年数である期待寿命を示

す．大型車交通量に関しては定量的変数であるために，

全データベース中の大型車交通量の平均値 6,781（台/

日），最大値 19,249（台/日），最小値 282（台/日）の

3通りの結果を例示した．図–3(a)，図–3(b)を比較し

た場合，ひび割れ率と IRIでは健全度のランク数が異

なるが，補修目標値を意味するひび割れ率の健全度 6，

IRIの健全度 7に到達する期待寿命は単純比較が可能で

ある．

同図からひび割れ率，IRIのいずれにおいても橋梁部

に比べて土工部で期待寿命が短くなっていることを読

み取れる．また，ひび割れ率においては，期待寿命が

最小のものが密粒度×土工×最大で 4.7年，期待寿命

が最大のものが高機能 ×橋梁 ×最小で 45.7年であり，

約 41年という大きな差異を確認できる．一方で，IRI

においては，期待寿命が最小のものが高機能×土工×
最大で 5.1年，期待寿命が最大のものが密粒度 ×橋梁
×最小で 22.3年であり，約 17.2年ほどの差異が生じて

いる．交通量が最小の場合の期待寿命は，道路管理者

が経験的に認識している舗装路面の期待寿命と比べて

長いように感じられるが，大型車交通量が 282（台/日）

である区間は極めて特異な区間であることを断ってお

く．本研究においては，一例としてデータの平均，最

大，最小を用いた供用性曲線を示しているが，大型車

交通量は定量的変数として考慮しているために，対象

とする路線の交通量に応じた供用性曲線を作成できる．

また，大型車交通量が最小の場合を除けば期待寿命は

20年を下回っており，全体で 10年前後のばらつきを有

する．この結果は，道路管理者が考える舗装路面の寿

命との整合性が高いといえる．また，従来から表層の

維持管理を行う際に経験的に表層種別，構造形式，大

型車交通量が重要視されていおり，効率的な維持管理

を実践していくためにはこのような形で経験知（暗黙

知）を形式知化していくことが重要となる．図–3の結

果を用いることにより，今後の大まかな補修需要の規

模を把握することが可能である．さらに，マルコフ劣

化ハザードモデルは，マルコフ決定モデル29)へと拡張
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表–3 グループ別データ諸元

ひび割れ率 × 密粒度舗装 IRI× 密粒度舗装 ひび割れ率 × 高機能舗装 IRI× 高機能舗装
路線

サンプル数
平均調査 平均事後

サンプル数
平均調査 平均事後

サンプル数
平均調査 平均事後

サンプル数
平均調査 平均事後

間隔 (年) 健全度 間隔 (年) 健全度 間隔 (年) 健全度 間隔 (年) 健全度

A 200 3.15 3.46 1,094 1.36 4.01 2,820 3.16 3.08 15,306 1.33 3.38
B 197 3.13 3.45 777 1.35 3.05 802 3.15 2.96 5,739 1.32 2.98
C 72 3.14 3.60 446 1.31 3.02 1,121 3.14 3.30 14,468 1.30 2.70
D 686 1.95 4.21 2,899 1.89 2.69 610 1.63 3.82 9,855 1.79 2.98
E 1,468 1.67 4.98 1,729 4.78 2.78 271 1.25 4.80 966 4.85 2.53
F 515 1.04 2.64 601 3.19 3.76 3,665 1.05 2.38 5,333 3.19 3.48
G 45 0.96 2.51 229 5.17 3.65 41 0.96 3.90 71 5.20 3.06
H 593 1.47 2.60 2,514 5.03 3.19 3,886 2.02 1.20 2,634 4.36 3.70
I 828 2.08 4.23 2,554 1.56 3.78 2,805 2.08 3.67 23,333 1.54 3.17
J 7,445 2.07 3.19 5,478 4.24 3.65 11,415 2.07 1.70 7,973 4.25 3.14
K 872 0.99 4.24 4,586 5.21 2.66 167 1.04 2.59 3,416 5.19 2.95
L 346 2.06 4.68 614 4.01 3.20 1,065 1.96 2.87 6,977 3.42 3.22
M 818 1.06 4.42 – – – – – – – – –
N 40 2.10 3.55 284 1.17 3.54 723 2.10 1.08 6,071 1.17 3.04
O 33 2.07 1.00 289 1.15 3.01 460 1.58 1.08 2,027 1.25 2.74
P 268 1.01 3.41 – – – – – – – – –
Q 1,114 2.85 2.48 599 4.32 3.97 4,590 3.13 1.23 2,842 4.32 3.19
R 1,304 3.15 1.84 – – – 126 3.15 1.04 – – –
S 600 3.18 3.36 – – – 831 3.17 1.32 – – –
T 716 1.02 4.68 689 1.18 3.15 112 1.01 3.71 184 1.19 3.79
U 3,909 1.63 2.91 5,184 1.20 2.86 1,868 1.29 2.89 10,755 1.19 2.56
V – – – 2 1.14 7.00 1,919 1.04 1.07 4,387 2.06 2.73
W – – – – – – – – – 1,974 2.17 2.02
X – – – – – – – – – 1,513 1.12 2.37

BM 22,069 1.95 3.36 30,568 3.16 3.17 39,297 2.14 2.07 125,824 2.06 3.03

することにより期待ライフサイクル費用の最小化を達

成する最適な補修施策を導出することが可能であるた

め，ネットワークレベルの意思決定と連動させること

ができる．また同一条件の路線の期待寿命に着目すれ

ば，プロジェクトレベルでの意思決定に使用すること

も可能である．

　ここで，表層種別ごとの適切な評価指標に関して検

討を行う．具体的に我が国の道路の構造形式の中で最

も延長が長い土工部，大型車交通量が平均の場合に着

目する．密粒度舗装において，土工 ×交通量平均のひ
び割れ率の期待寿命が 6.2年であるのに対し，IRIの期

待寿命は 12.1年であり，ひび割れ率の期待寿命が約 5.9

年短い．舗装路面の補修の場合，いずれか 1つの指標

が補修目標値に到達した時点で表層に対する補修が実

施され，全ての指標が回復する．したがって，密粒度

舗装においてはひび割れ率によって補修が実施されて

いるものと考えられる．一方で，高機能舗装において，

土工×交通量平均のひび割れ率の期待寿命が 12.0年で

あるのに対し，IRIの期待寿命は 10.2年であり，ひび

割れ率の期待寿命が約 4.0年短い．したがって，高機能

舗装においては IRIによって補修が実施されているも

のと考えられる．実務においても，高機能舗装の導入

以降ひび割れ率による補修数は減少傾向にあり，宮﨑

ら1)が指摘している通り，従来からの主流であるひび割

れ率による評価は高機能舗装が主流である現在の舗装

路面には適合しておらず，IRIによる評価の重要性が確

認できる．以上がネットワークレベルで見たマクロな

劣化評価である．次節では，プロジェクトレベルで見

たミクロな劣化評価を実施する．

(3) 推定結果：混合マルコフ劣化ハザードモデル

プロジェクトレベルで補修施策を評価するために，混

合マルコフ劣化ハザードモデルを用いたベンチマーキ

ング評価を実施する．異質性パラメータの設定に際して

は，特定の 1路線が複数の管理事務所にまたがって管理

されているという実務との整合性を図るために，路線と

管理事務所の組み合わせを基本単位（以下，路線単位）

とした．なお，異質性パラメータは実務的な必要に応

じて IC～IC単位，あるいは最小評価長である 10m単

位を基本単位として設定することが可能である．路線

数 17，管理事務所数 11を組み合わせた結果総グループ

数は A～Xの 24となった．表–3に 4つのデータベー

スについてそれぞれの路線単位別のデータ諸元を示す．

表中には路線単位別のサンプル数，平均調査間隔，平

均事後健全度を示している．また BMはベンチマーク

を意味しており，サンプル数には全体の合計値を記入

している．24グループに分割した場合，サンプル数が

十分でない，あるいは該当するサンプルが存在しない

路線も複数存在した．例えば，高機能に関する 2つの

データベースに着目した場合，ひび割れ率では路線M，

P，W，X，IRIでは路線M，P，R，Sの 4路線に関し

てデータが欠損している．特に，路線M，Pに関して

はひび割れ率と IRIのいずれに関してもデータが欠損

しているために，高機能舗装に対する評価を行うこと

ができない．このような路線については，データの存

在する路線の中で環境条件や構造条件等が類似してい

る路線に着目し，それらの路線に対して算出された結

果を代替的に使用することが考えられる．また，推定

を実施する前段階で平均調査間隔・事後健全度といった

値に着目して集計することにより，劣化の進展が早い

土木学会論文集F4（建設マネジメント）, Vol. 71, No. 3, 142-161, 2015.

152



表–4 混合マルコフ劣化ハザードモデルの推定結果
（IRI×高機能舗装）

健全度 定数項

構造形式
大型車

ダミー
土工部=1 交通量
橋梁部=0

βi1 βi2 βi3

1
−0.15 0 0.40

(−12.64) (–) (23.49)

2
−1.59 0.08 1.17

(−94.22) (5.38) (53.85)

3
−1.34 0.10 1.16

(−62.23) (5.44) (40.6)

4
−0.97 0.14 1.01

(−34.25) (5.80) (26.33)

5
−0.60 0.18 0.91

(−16.48) (5.88) (17.76)

6
−0.40 0.31 0.76
(−9.87) (12.3) (12.98)

分散 4.00
パラメータ ϕ (210.29)
対数尤度 −172,100

路線の見当をつけることが可能である．支社・事務所

レベルであっても，膨大なデータを蓄積してこのよう

な形で集計することにより，意思決定に用いる有益な

知見を抽出できる．

4つのデータベースに対して混合マルコフ劣化ハザー

ドモデルを推定した．説明変数に関しては，マルコフ

劣化ハザードモデルと同様に構造形式ダミー（土工部

=1，橋梁部=0）と大型車交通量を採用した．表–4に

は一例として IRI×高機能舗装のデータベースに関す
る混合マルコフ劣化ハザードモデルの未知パラメータ

β̂ および異質性分散パラメータ ϕ̂の最尤推定値を示し

ている．併せて同表には各説明変数の t検定統計量を

括弧書きで示す．構造形式ダミーの健全度 1を除いて，

構造形式ダミーと大型車交通量は，劣化過程全般にお

いて統計的に有意であることがわかる．また，説明変

数の t値の絶対値が大きくなるほど，その説明変数の

説明力が強くなるために，IRIの劣化過程においては大

型車交通量の影響力は極めて高いといえる．

推定されたパラメータと路線単位ごとの説明変数を

考慮することにより，路線それぞれの特性に応じた供

用性曲線，期待寿命を算出することができる．なお供

用性曲線を作成する際に，年平均大型車日交通量は定

量的変数であるために具体的な値を用いる必要がある

が，実務に即した劣化予測を目的として本研究では各

路線の大型車交通量の平均値（ベンチマーク曲線にお

いては各データベースの平均値）を用いている．当然の

ことながら，交通量を同一の条件にすることも可能で

ある．一方で，構造形式に関してはダミー変数である

ために，土工=1，橋梁=0の 2通り定義される． 図–4

には 4つのデータベースそれぞれに該当する路線の供

表–5 期待寿命順位（IRI×土工部 ×高機能舗装）

路線 サンプル数 期待寿命
異質性 大型車 供用

パラメータ 交通量 年月日

T 184 4.05 3.09 2134.2 1991
X 1,513 5.76 2.33 805.9 2004
N 6,071 5.84 2.23 1,361.5 1996
A 15,306 5.95 1.09 14,991 1964
I 23,333 6.41 1.18 11,833 1973
C 14,468 7.16 1.07 11,605 1964
U 10,755 8.49 1.51 1,679.1 1990
B 5,739 8.73 1.14 6,492.7 1964
D 9,855 8.94 1.05 7,705.1 1990

BM 125,824 9.25 1.00 7,944.1 –

用性曲線とベンチマーク曲線を示す．構造形式は土工

部を対象とした．図中には，ベンチマーク曲線を赤色，

ベンチマーク曲線より劣化速度が速い曲線を橙色，遅

い曲線を紺色で示す．作成したベンチマーク曲線と路

線別の供用性曲線を相対比較することにより，路線単

位ごとの劣化を把握できる．アセットマネジメントを

実践する上で重要となるのは限られた事業費を効率的

に配分することであり，個々の路線の劣化速度の把握

によりプロジェクトレベルでの優先順位を決定できる．

まず，ベンチマーク曲線を用いてマクロな評価を実

施することにより，前節で確認した表層種別ごとの適切

な評価指標を再度確認する．図–4(a)，図–4(b)では，

表層種別が密粒度舗装の場合のひび割れ率，IRIそれぞ

れの評価指標による供用性曲線を示す．視覚的にも指

標によって評価のされ方が異なることは明らかである

が，例えばベンチマーク期待寿命に着目すると，ひび

割れ率による評価では 6.7年であるのに対し，IRIによ

る評価では 11.0年であり，ひび割れ率の期待寿命が短

い．一方で，図–4(c)，図–4(d)の，表層種別が高機能

舗装の場合のひび割れ率，IRIそれぞれの評価指標によ

る供用性曲線においては，ひび割れ率による評価のベ

ンチマ－ク期待寿命が 12.9年であるのに対し，IRIで

は 9.3年であり，IRIによる評価の方が短い．以上より，

ベンチマークの比較，すなわちマクロな視点において

は，密粒度舗装はひび割れ率によって補修が実施され

ており，高機能舗装においては IRIによって補修が実

施されていると考えられることを確認できた．このこ

とは，供用性曲線のばらつきからも確認することがで

きる．例えば，実務において，ひび割れ率により舗装

路面の補修が実施された場合，IRIの指標は劣化が進行

しないままに回復する．その結果，IRIの指標に関して

劣化が進行したというサンプルが欠損するため，当該

サンプルを用いて推定を実施した場合，推定精度の低

下によって期待寿命を過大評価してしまう．すなわち，

図–4(a)のひび割れ率 ×密粒度舗装においてはサンプ
ル数が 33と極めて少ない路線Oを除き期待寿命が 5～

10年前後で集中的に変動しているのに対し，図–4(b)
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(a) ひび割れ率 ×密粒度舗装 (b) IRI×密粒度舗装

(c) ひび割れ率 ×高機能舗装 (d) IRI×高機能舗装

図–4 路線別の供用性曲線：土工部

の IRI×密粒度舗装においては 4つの路線で期待寿命

が 20年を越えていることから，IRI×密粒度舗装の期
待寿命は過大評価されていると考えることができ，舗

装路面の補修の評価指標として IRIではなく，ひび割

れ率を選択していると判断できる．同様に，高機能舗

装の場合でも，図–4(c)のひび割れ率による評価の場

合，50年を越える非現実的な期待寿命を示す路線が見

受けられるのに対し，図–4(d)の IRIによる評価の場

合は期待寿命のばらつきが小さくなっていることから，

舗装路面の補修の評価指標として IRIではなく，ひび

割れ率を選択していると判断できる．

次に，個々の路線別に劣化評価を実施する．同図に

おいて，ベンチマークを下回る路線（橙色）について，

適切な維持補修を優先的に実施することにより，管理

対象となる舗装路面全体の劣化を抑制できる．ここで

は一例として，土工部 ×高機能舗装について，上述し
た内容を踏まえて IRIで評価した場合の供用性曲線に

着目する．表–5には期待寿命がベンチマーク曲線の期

待寿命（以下，ベンチマーク期待寿命）を下回る路線を

抽出した．IRI×土工部 ×高機能舗装においては 9路

線がベンチマーク期待寿命以下であった．異質性パラ

メータは，説明変数として考慮している構造形式と大

型車交通量以外に舗装路面の劣化速度に影響を与える

ものの中で，定量的な観測が困難な要因，存在さえ知

り得ない要因，説明変数として採用されなかった要因

の全てを 1つの変数として計量化するものであり，各

路線単位の個別的劣化特性を説明する役割を果たして

いる．具体的に，表–5において路線 A，I，C等に関

しては異質性パラメータが 1付近である．これらの路

線では，路線が持つ個別的な劣化特性は小さい．それ

にもかかわらず期待寿命が短く算出されている背景に

は，大型車交通量が 1万台を越えておりサンプル全体

の大型車交通量の平均に比べて相対的に大きいことが

ある．一方で，路線T，X，Nでは異質性パラメータ値

が 2を越えており，ベンチマークと比較して 2倍以上

の劣化速度であることを意味している．これらの路線

に関しては，構造形式や大型車交通量以外に劣化速度

に影響を与える因子が存在する．維持管理の実践を考

える上では，このような路線を重点的に管理していく

と同時に劣化速度を速めている原因を究明することが

必要となる．原因が明確になれば，新たな説明変数の

候補として用い，モデルを再度検討することにより，モ

デルの継続的な改善が可能となる．ただし，最も劣化

の早い路線 Tに関していえばサンプル数が極めて小さ

い．表–3をみても，平均の事後健全度が 3.79と IRI×
高機能舗装のデータベースの中で最も高く，劣化の進

展したサンプルのみが偏って獲得された可能性が高い．

路線全体を見た場合にも，とりわけひび割れ率 ×密粒
度舗装，ひび割れ率 ×高機能舗装に関しては，サンプ
ル数が 100前後である路線が散見される．このような

路線に関しては推定精度が低下している可能性がある．

今後，密粒度舗装のサンプル数の増加は考えにくいが，
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表–6 代表期待寿命一覧

(a) 密粒度舗装 (b) 高機能舗装
代表 ひび割れ率 IRI 代表 ひび割れ率 IRI

路線 期待 評価指標
サンプル数

期待
サンプル数

期待 路線 期待 評価指標
サンプル数

期待
サンプル数

期待
寿命 寿命 寿命 寿命 寿命 寿命

F 3.47 ひび割れ率 515 3.47 601 9.84 F 3.39 ひび割れ率 3,665 3.39 5,333 12.05
T 3.88 ひび割れ率 716 3.88 689 5.63 G 4.01 ひび割れ率 41 4.01 71 33.72
M 4.31 ひび割れ率のみ 818 4.31 – – T 4.05 IRI 112 11.14 184 4.05
K 4.35 ひび割れ率 872 4.35 4,586 31.99 E 4.40 ひび割れ率 271 4.40 966 30.75
N 4.72 IRI 40 8.15 284 4.72 X 5.76 IRI のみ – – 1,513 5.76
A 4.82 IRI 200 9.29 1,094 4.82 N 5.84 IRI 723 55.09 6,071 5.84
I 4.87 IRI 828 5.48 2,554 4.87 A 5.95 IRI 2,820 11.30 15,306 5.95
C 5.18 IRI 72 9.61 446 5.18 I 6.41 IRI 2,805 6.43 23,333 6.41
O 5.67 IRI 33 35.49 289 5.67 D 6.76 ひび割れ率 610 6.76 9,855 8.94
D 6.11 ひび割れ率 686 6.11 2,899 9.09 C 7.16 IRI 1,121 11.66 14,468 7.16
U 6.34 ひび割れ率 3,909 6.34 5,184 6.62 U 8.49 IRI 1,868 17.04 10,755 8.49
BM 6.65 ひび割れ率 – 6.65 – 10.96 B 8.73 IRI 802 17.74 5,739 8.73
E 6.79 ひび割れ率 1,468 6.79 1729 34.34 BM 9.25 IRI - 12.93 - 9.25
J 6.96 ひび割れ率 7,445 6.96 5,478 14.82 O 9.43 IRI 460 53.77 2027 9.43
P 7.83 ひび割れ率のみ 268 7.83 – – V 12.09 IRI 1,919 31.83 4,387 12.09
L 8.13 ひび割れ率 346 8.13 614 19.52 K 15.66 ひび割れ率 167 15.66 3,416 41.16
G 8.17 ひび割れ率 45 8.17 229 18.11 J 16.78 ひび割れ率 11415 16.78 7,973 19.12
H 8.19 ひび割れ率 593 8.19 2,514 20.51 Q 19.92 IRI 4,590 41.64 2,842 19.92
B 8.61 IRI 197 12.89 777 8.61 H 23.10 IRI 3,886 26.99 2,634 23.10
S 8.83 ひび割れ率のみ 600 8.83 – – L 23.95 IRI 1,065 30.82 6,977 23.95
Q 10.64 ひび割れ率 1114 10.64 599 13.11 W 32.61 IRI のみ – – 1,974 32.61
R 16.73 ひび割れ率のみ 1304 16.73 – – S 34.53 ひび割れ率のみ 831 34.53 – –
V 35.33 IRI のみ – – 2 35.33 R 98.48 ひび割れ率のみ 126 98.48 – –
W – – – – – – M – – – – – –
X – – – – – – P – – – – – –

(a)密粒度舗装 (b) 高機能舗装

図–5 期待寿命の総合評価：土工部

高機能舗装に関しては継続的にサンプル数を獲得，蓄

積していくことにより，より精度の高い推定結果が得

られることになる．

　さらに，個々の路線別に，表層種別ごとの適切な評

価指標を検討する．一例として路線 Aの密粒度舗装に

着目すると，ひび割れ率による評価では期待寿命が 9.3

年とベンチマークを上回るのに対し，IRIによる評価で

は期待寿命が 4.8年とベンチマークを大きく下回ってお

り，ひび割れ率による評価に比べて 4.5年程度短い．す

なわち路線 Aにおいては，密粒度舗装であるにもかか

わらず，ひび割れ率による評価ではなく IRIによる評

価が適切であると考えられる．このように，プロジェク

トレベルにおけるミクロな視点による評価では必ずし

もネットワークレベルにおけるマクロな視点による評

価と整合的であるとは言い難いことを確認できる．し

たがって次節では，個々の路線別に，表層種別ごとの

適切な評価指標を決定するために，本節における路線

別の劣化評価結果を用いて詳細に分析する．なお，解

析においては本研究で設定した最小単位である 10mの

道路区間別の劣化評価結果を用いることも可能である

が，10m間隔で評価指標が異なると管理が煩雑になる．

そのため，実務における道路管理の最小単位である路

線に着目して解析を進めることとした．

(4) ひび割れ率と IRIの総合評価

4.(3)で，4つのデータベースに対して混合マルコフ

劣化ハザードモデルを適用し，路線別の期待寿命を算

出した．しかし，データベースはそれぞれ独立したも

のであるために，特定路線の期待寿命がひび割れ率 ×
高機能舗装のデータベースではベンチマークを下回る

のに対し，IRI×高機能舗装のデータベースではベンチ
マークを上回るといった事例が散見された．プロジェ

クトレベルの意思決定において算出された結果を効率

的に用いていくには，これらの結果を総合的に評価し，

なおかつ簡易的に使用可能である手法の構築が必要で

ある．当然のことながらひび割れ率，IRI双方の期待寿
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命がともにベンチマークを下回る路線に関しては，最

重点管理路線であることは明らかである．一方で，実

務の意思決定ではひび割れ率，IRIのいずれかが補修目

標値に到達した段階で補修を実施することになる．す

なわち，補修要否判断に対する寄与度が相対的に大き

い指標は各路線の中で最も期待寿命が短い指標である．

本研究ではこの期待寿命を代表期待寿命と呼ぶ．なお，

代表期待寿命の算出に当たって，ひび割れ率と IRIの

いずれか 1つの指標しか獲得されていない路線に関し

ては，獲得された指標による期待寿命を代表期待寿命

とする．また，表層種別に関しては，密粒度舗装と高機

能舗装の間で劣化過程が大きく異なること，今後高機

能舗装化がますます進展する一方で密粒度舗装が減少

していくことなどを考慮し，それぞれ別個に取り扱う

ものとする（すなわち，本研究においては 4つのデー

タベースの中で最小の期待寿命を代表期待寿命とする

のではなく，密粒度舗装，高機能舗装それぞれに対し

て，ひび割れ率と IRIの 2つのデータベースの中で最

小の期待寿命を代表期待寿命としていることに留意さ

れたい）．

表–6には構造形式を土工部とした場合の総合評価の

結果を代表期待寿命が短い路線から順に示す．同表には

代表期待寿命に加えて代表期待寿命がひび割れ率，IRI

のどちらによるものかを示す評価指標と，ひび割れ率，

IRIそれぞれのサンプル数と期待寿命をあわせて示す．

また，図–5には同表をヒストグラムで示す．同図から，

密粒度舗装においてはひび割れ率（赤色），高機能舗装

においては IRI（紺色）の占有率が大きいことが読み取

れる．これは，密粒度舗装ではひび割れ率によって補

修が実施される路線が多いのに対して，高機能舗装で

は IRIによって補修が実施される路線が多いことを表

しており，これまで述べてきた結果を裏付けるもので

ある．

また，図–5(a)の密粒度舗装において，N～O路線ま

でが連続して評価指標が IRIとなっているが，I路線を

除いてひび割れ率のサンプル数が 100前後と少なく，サ

ンプルにバイアスが生じたためにひび割れ率の期待寿

命が過大評価されたことが原因であると考えられる．一

方で，I路線に関してはひび割れ率，IRIともに十分な

サンプル数を有しており，期待寿命がいずれもベンチ

マーク期待寿命に比べて短いため，重点管理路線とし

て維持管理を実施していく必要がある．また，図–5(b)

の高機能舗装に着目すれば，ひび割れ率で評価される

期待寿命が特に短い F，G路線を確認できる．G路線

に関してはサンプル数の問題に帰着する．F路線に関

してはひび割れ率・IRIともに十分なサンプル数が獲得

されており，今回対象とした全 24路線の中でも最も劣

化が進展している路線であるといえる．

さらに，図–5の両図に着目した場合，密粒度舗装に

おいてはV路線，高機能舗装においてはW，S，R路線

が一般的に考えられている舗装の寿命と比較して長い

ように見受けられるが，これらの路線は全てひび割れ，

あるいは IRIのいずれか 1つの指標によって評価され

ている．具体的には，密粒度舗装の V路線では IRIの

情報しか獲得されておらず，本来ひび割れ率による評

価が望ましい密粒度舗装であるために必要な情報が欠

損している．また，IRIに関しても 2サンプルしか獲得

されおらず推定精度が極めて低い．一方で，高機能舗

装の S，R路線においては，ひび割れ率の情報しか獲得

されておらず，適切な評価を実施するためには IRIの

情報が必須である．とりわけ，R路線に関してはサン

プル数が相対的に少なく，その内訳をみると，事前・事

後健全度がともに 1であるサンプルが 126サンプル中

123サンプル存在した．サンプル数が少ない上にそのほ

とんどが健全な状態であったためにバイアスが生じた

ことが約 100年という非現実的な期待寿命を算出した

と考えられる．非現実的な期待寿命が算出された路線

に関しては，今後，継続的な路面性状調査の実施による

データの蓄積が望まれるが，補修計画を進めていくた

めに暫定的にベンチマークの代表期待寿命を 1つの目

安として用いることが可能である．総合評価によって，

ベンチマークの代表期待寿命よりも短く評価された路

線に関しては，補修計画を立案していく際に相対的に

多くの事業費を配分しなければならない．表–6におい

ては，密粒度舗装，高機能舗装のいずれにおいても代

表期待寿命がベンチマークの代表期待寿命を下回る上

位 5路線（F，T，N，A，I路線）については，劣化の

要因の究明を行うとともに抜本的な対策が必要である．

本実証分析において推定に使用したデータの路面性

状調査の最新年は 2012年であったが，実際に 2012年

から 2014年 3月現在に至るまでに全ての路線のいくつ

かの区間（IC間）で舗装路面の補修が実施されており，

NEXCO西日本の保全行為の実施判断と今回の推定の

結果が概ね整合的であることを示唆している．本研究

で示した一連の評価を行うことにより，路面性状調査

によって獲得されたデータを用いて，事後的な補修は

もちろん計画的な補修計画の立案へ反映させていくこ

とが可能となる．

(5) 実務へのフィードバック

a) 調査間隔

推定によって算出された代表期待寿命と路面性状調

査データおよび補修履歴を統合したデータ（以下，統合

データ）から定義される寿命を用いて，現状の関西支社

の路面性状調査間隔の妥当性評価を試みる．統合デー

タは 2010年から 2012年の計 3年間，すなわち 1サイ
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表–7 代表履歴寿命と代表期待寿命の比較：土工部 ×高機能舗装

路線

統合データ (路面性状調査データと補修履歴) 推定データ
代表 ひび割れ率 IRI 代表 代表

履歴寿命 評価指標
サンプル数 履歴寿命 サンプル数 履歴寿命

期待 評価指標 平均
寿命 調査間隔 (年)

A 9.01 IRI 133 10.57 626 9.01 5.95 IRI 1.33
B 9.63 IRI 42 12.91 121 9.63 8.73 IRI 1.32
C 9.29 IRI 82 10.28 562 9.29 7.16 IRI 1.30
D 7.47 ひび割れ率 210 7.47 448 9.03 6.76 ひび割れ率 1.63
E 8.93 ひび割れ率 5 8.93 23 9.45 4.40 ひび割れ率 1.25
F 8.8 ひび割れ率 83 8.8 463 9.10 3.39 ひび割れ率 1.05
G 9.32 ひび割れ率 4 9.32 6 9.70 4.01 ひび割れ率 0.96
H 10.45 IRI 2 14.84 18 10.45 23.10 IRI 4.36
I 11.42 IRI 693 12.94 1,190 11.42 6.41 IRI 1.54
J 10.03 IRI 114 12.58 813 10.03 16.78 ひび割れ率 2.07
K 8.6 IRI 42 9.68 221 8.60 15.66 ひび割れ率 1.04
L 9.28 IRI 126 10.86 640 9.28 23.95 IRI 3.42
M 6.92 IRI のみ – – 4 6.92 – – –
N 6.05 IRI 36 8.16 291 6.05 5.84 IRI 1.17
O 5.66 IRI 3 6.65 60 5.66 9.43 IRI 1.25
P – – – – – – – – –
Q 8.0 IRI 30 9.84 327 8.00 19.92 IRI 4.32
R 7.7 IRI のみ – – 3 7.70 98.48 ひび割れ率のみ 3.15
S 9.35 IRI 18 10.81 210 9.35 34.53 ひび割れ率のみ 3.17
T 10.24 IRI 23 12.2 47 10.24 4.05 IRI 1.19
U 8.11 IRI 186 9.4 532 8.11 8.49 IRI 1.19
V 7.32 ひび割れ率 47 7.28 167 7.32 12.09 IRI 2.06
W – – – – – – 32.61 IRI のみ 2.17
X – – – – – – 5.76 IRI のみ 1.12

ALL(BM) 8.99 IRI – 10.92 – 8.99 9.25 IRI 2.06

クルでの全路線に対する路面性状調査データと，1990

年から 2012年までの間に実施された切削オーバーレイ

等の大規模な補修の履歴によって構成されている．統

合データは 10m単位で整理されているが，補修工法等

の詳細は記載されておらず，補修に密粒度舗装，ある

いは高機能舗装のいずれが採用されたかが入力されて

いる．また，補修実施日に関しても，年度ごとに集計

されているために詳細な日時は不明である．ここでは，

暫定的に補修実施日を各年度の 4月 1日とした．調査

間隔の妥当性評価を行う上で，構造形式として土工部，

表層種別として高機能舗装に着目する．各路線の土工

部 ×高機能舗装区間において，ある時点で補修が実施
されてから路面性状調査によって補修目標値に到達し

たことを確認するまでの時間を統合データから得られ

る寿命（以下，履歴寿命）と定義する．また，履歴寿

命に関してもひび割れ率と IRIを用いた総合評価を実

施することにより路線ごとの代表履歴寿命を算出した．

表–7にひび割れ率，IRIそれぞれのデータベースに関

して，補修目標値であるひび割れ率の健全度 6，あるい

は IRIの健全度 7に到達したサンプル数と履歴寿命の

平均および代表履歴寿命と評価指標を示す．さらに同

表には，表–6で示した推定データから得られる代表期

待寿命，評価指標，代表平均調査間隔を記載している．

表の下端に示す ALL(BM)に関しては，統合データに

おいては履歴寿命の平均値を示しており，推定データ

における 9.25年はベンチマークの代表期待寿命を意味

する．

調査間隔の妥当性を評価する前に，調査間隔の長短

が履歴寿命および期待寿命に及ぼす影響について説明

をする．図–6には，特定路線における任意時点で補修

が実施されてから補修目標値に到達するまでの時間（以

下，実寿命），履歴寿命および期待寿命の関係を示す．

図に示すように，路面性状調査によって獲得された補

修目標値に到達するまでの時間と，実際に補修目標値

に到達した時間の間には，タイムラグ（以下，ラグA）

が存在する．また，本研究においては，直近の補修時点

の健全度情報を除いて期待寿命を算出しているために，

期待寿命は補修後最初の調査時点において健全度が確

認された時点から補修目標値到達時点までの時間を表

しており，実寿命と期待寿命の間においてもタイムラ

グ（以下，ラグ B）が存在する．調査間隔を短くする

と，補修目標値に到達してから路面性状調査によって

補修目標値に到達したことが確認されるまでの時間は

短くなりラグAは減少する．同様にラグ Bも減少し履

歴寿命および期待寿命は実寿命に近づく．調査間隔を

長くすると，ラグ Aが増大することから履歴寿命は実

寿命から乖離していく．期待寿命に関しては，ラグ B

の増大により補修実施後最初の路面性状調査によって

獲得される健全度に対する寿命の過小評価へとつなが

る．その結果，推定結果にバイアスが生じることが予

想される．また，ラグ Aを多分に含んだデータを使用

して推定を実施するために，算出される期待寿命の誤

差が増大することなども予想される．以上より，調査

間隔の妥当性においては，期待寿命の算出に際してラ
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図–6 実寿命・履歴寿命・期待寿命の関係図

図–7 履歴寿命と期待寿命の比較

グAとラグ Bの影響を無視できるような調査間隔につ

いて分析することが必要であり，そのために適切な調

査間隔であればラグ A，ラグ Bがともに減少し，履歴

寿命と期待寿命がともに実寿命に近づくことを利用す

ればよいことがわかる．

図–7は縦軸に代表期待寿命，横軸に代表履歴寿命を

とっており，調査間隔を 1年未満のものから 0.5年刻み

で色分けした場合の路線別の散布図を示している．な

お，該当する路線が存在しない調査間隔（例えば，調

査間隔 2.5年以上 3年未満等）は省略している．さらに

代表期待寿命と代表履歴寿命が一致する場合を紺色の

点線で示す．代表期待寿命が得られない路線M，Pと，

代表履歴寿命が得られないW，Xに関しては，期待寿

命と履歴寿命を比較分析できないために分析の対象外

とした．また，調査間隔 3年以上 3.5年未満に属する路

線 S，Rに関してはひび割れ率のみによる評価であり，

上述したようにサンプルにバイアスが生じ，期待寿命

が非現実的な値であるために分析対象からは除外して

いる．図–7の代表履歴寿命に着目して各点を見ると 5

年から 10年の間で変動していることが見て取れる．一

方で，代表期待寿命に着目して各点を見ると，4年から

25年の間で変動しており代表履歴寿命と比較して大き

くばらついている．さらに，代表期待寿命が突出して

長く算出されている点に着目すると，いずれも調査間

隔が 3年以上のものであり，代表履歴寿命が 10年前後

であるにもかかわらず代表期待寿命は 20年を超えてい

ることがわかる．先述したように，ラグ A，ラグ Bの

影響を無視できるような適切な調査間隔であれば履歴

寿命と期待寿命は乖離しないため，少なくとも調査間

隔を 3年未満としなければ推定精度の低下が生じるこ

とがわかる．現在，関西支社における路面性状調査の

頻度は 3年に 1回程度の周期となるように設定されて

いるが，信頼性の高いデータの獲得を考える上では約

2年が 1つの目安になると考えられる．さらに，今後

の舗装補修施策が事後的補修から計画的補修へと切り

替わっていくことを考慮すると，路面性状調査の目的

も，路面の劣化が進行した道路区間の抽出から路面劣

化過程の予測と把握へと切り替えることが重要である．

したがって，最終的には路面性状調査の間隔は例えば 1

年周期など，短縮する方向を目指すことが望ましいと

考えられる．しかしその一方で，本研究での検討は劣

化予測とその期待寿命の観点から路面の調査間隔を議

論したに過ぎない．より実務的な議論を行うためには

調査費用や補修・更新費用を考慮したライフサイクル

費用分析を通した検討が必要である．

b) 補修頻度

関西支社においては，今後 5年間の補修需要や路線

別の事業費などに関する中長期的な補修計画の立案を

行っている．その際に，現場における補修実績値，年間

約 130km・車線をベースラインとして用いている．し

かし，今回 4.(3)において実施したベンチマーキング

評価で算出された期待寿命は表層種別にかかわらず 10

年前後であった．すなわち，約 3,400km・車線を管理

する関西支社においては，年間約 340km・車線の補修

需要が存在すると概算することができ，実績値である

年間約 130km・車線を大幅に上回っている．

本研究では混合マルコフ劣化ハザードモデルを用い

た道路区間単位での劣化予測を実施してきたが，ここ

での検討は関西支社管内全域での期待寿命に基づいて

補修需要を概算するに止めた．これは例えば路線単位

や道路区間単位で補修頻度に対する意思決定を行うに

は，補修履歴や補修実績に関する詳細データが利用可

能でないことが原因である．舗装に限らず，社会基盤施

設の補修事業費が今後増加することは想像に難くない．

しかし同時に，管理対象全体の補修需要や頻度を評価

するための方法論が存在しなかったと言っても過言で

はない．本研究は補修需要の推定や補修頻度の評価に

関する先鞭を付けるという意味において有用な知見を

提示するものであると考えているが，その反面，推定

や評価の精度については不十分であるとも考えている．

当然のことながら，高頻度の補修は単純に補修費用の

増加を招くために，その決定に際してはライフサイク

ル費用分析など慎重な検討が必要である．一方で，上

述したように各路線別の期待寿命等を統計的に評価す
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ることにより，各路線別の補修頻度の妥当性を評価す

ることが可能となり，効率的な事業費配分やアセット

マネジメントの実践に貢献できるものと考えている．

c) サンプルサイズ

高速道路舗装の維持管理において，プロジェクトレベ

ルでの意思決定を下す場合，路線別の期待寿命の獲得

は極めて重要な課題である．混合マルコフ劣化ハザー

ドモデルの開発により，設定したグループごとの期待

寿命の算出，相対評価が可能となったために，プロジェ

クトレベルでの意思決定を強力に支援するツールとなっ

た．混合マルコフ劣化ハザードモデルにおいては，本

研究の中で繰り返し述べてきた通り，サンプル数の低

下は推定精度の低下に直結する．評価したいグループ

数（本研究においては，路線単位）が増加した場合，グ

ループごとのサンプル数は大きく減少する．具体的に，

本研究の実証分析の結果から，100サンプルを切る場合

は推定精度が大きく低下する可能性が高いと考えられ

る．したがって，まず定期的な路面性状調査を継続的

に機能させることにより舗装路面の調査データを蓄積

していかなければならない．

また，混合マルコフ劣化ハザードモデルにおいては，

2回の路面性状調査によって獲得された健全度推移情報

を用いてサンプルを構成しているが，サンプル数が十

分な場合であっても健全な情報のみ，あるいは劣化の

進展した情報のみしか獲得されていない場合，同様に

推定精度が大きく低下する．特に，近年では路面性状

調査の全面展開が開始され，関西支社においては 3年

に 1回という周期で全ての路線に対して実施されてい

るものの，従来の路面性状調査は供用を開始してから

ある程度の年数が経過し，損傷が見られるようになっ

た路線，区間に対してのみ実施されていた背景がある．

今後継続的な路面性状調査を実施する際には，選択バ

イアスが生じないように路線，区間全体を偏りなく選

択することが重要となる．

一方，舗装の補修はいずれかの評価指標が補修目標

値到達した段階，あるいは道路管理者が補修の必要が

あると判断した場合に実施され，劣化の進展していな

い評価指標も回復する．そのため，補修によって生じ

る調査データの系統的なサンプルの減少は避けられな

い．したがって，このような選択バイアスを補正する

ような高度なモデル19)の利用を考慮することも重要で

ある．

5. おわりに

NEXCO西日本関西支社が管理する複数の路線より

獲得されたデータに基づき，舗装路面に介在する不確

実性を考慮して劣化予測を実施した．実測した 2回の

路面性状調査データのみを使用し，評価長を 10m単位

として，表層種別の変化を中心とした高速道路舗装路

面の維持管理の実状に適合した形で劣化因子を明らか

にし，評価手法を体系的に整理した．具体的には，路面

性状調査によって獲得されたひび割れ率と IRIのデー

タをそれぞれ健全度評価して劣化予測を行った結果，舗

装路面の劣化過程に影響を与える主要な因子として 1)

表層種別，2)構造形式，3)年平均大型車日交通量を抽

出した．とりわけ表層種別に関しては，劣化過程が大

きく異なるためデータを細分化して分析を実施するこ

とにより，それぞれのより精緻な劣化過程の把握を行っ

た．また，混合マルコフ劣化ハザードモデルを援用し，

路線の相対評価を実施して重点管理路線を抽出した．さ

らにひび割れ率と IRIという異なる 2つの評価指標を

用いた総合評価を行い，代表期待寿命を算出すること

により舗装路面の維持管理の実状に適合した評価手法

を構築した．また，実証分析全体を通して，ひび割れ

率による評価が高機能舗装が主流である現在の舗装路

面には適合しておらず，IRIによる評価が重要であるこ

とを明示した．さらに，劣化予測により得られた知見

を用いて実務（調査・補修）へのフィードバックを実施

した．また，使用したデータ量に関して，例えば IRI×
高機能舗装のデータベースについては 10万データを越

えるものであり，土木分野におけるビッグデータ分析

として先駆的な事例であるといえる．大量の情報を獲

得し，それらを確率論や統計学といった知的技術を用

いることにより有益な情報へと変換し，さらにその情

報をもとにして意思決定・行動を見直すという理想的

なアセットマネジメントのプロセスを辿っている点に

本研究の価値が見出せるものと考えている．今後も定

期的な路面性状調査を実施し，新規情報を追加してい

く度に今回検討したプロセスを再度実施するといった

継続的な努力がアセットマネジメントの実践のために

は必要となる．

その一方で，今後の課題として以下をあげる．第 1

に，モデルの継続的な改善が必要となる．本研究にお

ける分析結果は現状の舗装路面や環境条件に対して実

施したものである．今後，技術革新により舗装材料の

性能が向上するなど，舗装路面の劣化過程が大きく変

化する可能性がある．したがって，継続的にデータを

蓄積すると同時に，蓄積されたデータを用いて随時モ

デルを更新していく必要がある．第 2に，今回の劣化

予測の結果と費用データとの関連付けを行うことによ

り，最適な調査・補修計画を立案していかなければなら

ない．4.(5)a)で述べた通り，推定精度を向上させるた

めには高頻度の調査が必要である．しかしながら，高

頻度の調査は調査費用の増加を招く．また一方で，マ

ルコフ劣化ハザードモデルは，マルコフ決定モデルへ
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と拡張することにより，期待ライフサイクル費用の最

小化を達成する最適な補修計画を導出することが可能

である．調査・補修頻度と調査・補修費用との双方を

考慮した最適な調査・補修計画の立案が求められてい

る．第 3に，FWD調査データとの複合的な劣化予測，

および評価手法を構築していかなければならない．本

研究においては，路面性状調査データのみを用いて路

面単独での評価を実施した．しかし，高速道路の開通

50年が経過した現在，繰り返し荷重の影響による舗装

構造全体の耐荷力の低下が顕在化してきている．した

がって，舗装の耐荷力を測定するために実施される非

破壊検査である FWD調査データと路面性状調査デー

タと有機的に結びつけることにより，より精緻に劣化

過程を把握する必要がある．最終的には補修を行う際

に，表層のみの補修を実施するのか，あるいは，路盤

を含めた大規模な打ち換えを実施するのかといった補

修深さに関する意思決定手法を構築していかなければ

ならない．また，路面と舗装構造の個別，あるいは相

互の劣化過程を計量化することにより，高速道路開通

当初から用いられている設計手法へとフィードバック

を実施し，舗装長寿命化へとつなげていかなければな

らない．
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A PROPOSAL FOR EVALUATION METHOD OF PAVEMENT REPAIR

POLICY BASED ON ENORMOUS DATA OF ROAD SURFACE CONDITIONS

Bumpei MIYAZAKI, Hiroyuki KATO, Kengo OBAMA, Kiyoyuki KAITO,

Takayuki KAZATO and Katsunori TANAKA

The pavement repair policy is planned and implemented based on the knowledge of pavement engineering,
and improved constantly by reflecting the experience and know-how that have been accumulated by field
engineers for many years. Therefore, it is difficult to scientifically discuss the appropriateness of pavement
repair policies. After the development of road surface measurement vehicles, etc., enormous data of
road surface conditions of expressways has been accumulated. In this study, the authors estimate the
deterioration curve and expected lifetime of road surface statistically by using enormous inspection data,
and propose a methodology for evaluating pavement repair policies by comparing them with actual values.
In addition, the authors discuss (1) the evaluation indices for managing the road surface for which drainage
pavement is increasingly used, (2) road surface inspection interval, and (3) the appropriateness of repair
cycle, by comparing estimated and actual lifetimes of road surface, targeting the roads managed by Kansai
Branch of NEXCO West Japan.
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